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札幌

仙台

関西

九州

関東

｢ケーブルテレビ｣のJ:COM

札幌、仙台、関東、関西、山口、九州の各地域で

合計31 社
 

70 局のケーブルテレビ局を運営

約500万世帯に

 多チャンネルテレビ・

 高速インターネット・

電話サービスを提供中

 (有料契約)

約1,300万世帯に

地上デジタルとコミュニティ

チャンネルを配信中

有料加入契約数

多チャンネル

 テレビ 4,023,900

高速インター

 ネット 2,754,100

電話 3,990,700
<全て2014年2月末時点>※100 未満を四捨五入

山口
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・

・

・

地域に必要とされる「生活サポート企業」を目指す

お客様がお使いの端末毎に各種サービスをご提供

■おまかせサポート

■電力見える化

■電子お薬手帳（ポケットカルテ）
■緊急地震速報 ■安心見守りサービス

■地震速報/大雨警報

■買い物（EC)

■VODサービス

■地域情報

■マンションポータル

J:COMの目指す姿
 

『J:COM Everywhere』
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“顔の見える事業者”として信頼・安心のサービスを提供

地域密着営業

 
（全国約2,500名）

カスタマーセンター

 
（全国9ヶ所）

技術センター ジェイコムショップ

 
（全国82店舗）

コミュニティチャンネル

 
（約200の自治体で放送）

地域に根ざした営業･サポート活動 一人ひとりに合わせた提案 充実したお客さまサポート

一人ひとりに合わせた技術サポート 総合的な相談窓口 地域や行政の情報を放送

地域密着型企業

J:COMの考える、ケーブルテレビ事業のあり方
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・地域情報を中心に、1日24時間放送

・文字情報を活用した生活情報の発信

・防災速報システムによる安全・安心情報

｢J:COMチャンネル｣・・・地域のためのコミュニティチャンネル｢J:COMチャンネル｣・・・地域のためのコミュニティチャンネル

地域に根付く
 

『『コミュニティチャンネルコミュニティチャンネル』』

※東京エリア番組表ガイドより



© Jupiter Telecommunications Co., Ltd.6

グループ

 
31 社70 局が、140以上の自治体と｢防災協定｣を締結

地域単位の詳細な防災・減災情報を迅速に提供

自治体との｢防災協定｣による、地域情報の発信

速報性

情報量
J:COM ＴＶサービス加入者向け

【

 

番組放送中

 

】

・テロップ表示

・L字放送

【

 

データ放送

 

】

・文字情報配信

・自治体専用ページ

【 インタラクTV 】

・TV版情報検索サービス

緊急時、J:COMより
一斉配信

リモコンの「ｄ」ボタン

 を押す

リモコンの「ブラウザ」
ボタンを押す

J:COM加入者STB

※2014年3月現在
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地域密着の特性を生かした、充実の訪問サポート

｢J:COMおまかせサポート｣｢J:COMおうちサポート｣

水まわりやカギ・ガラスのトラブル時、出張費・作業費無料で出張。

 また、ハウスクリーニングや家事代行サービスも優待価格でご提供。

テレビ・パソコン・タブレットの設定・配線や、インターネッ

 ト接続などの｢困った！｣を解決。

 受付は専用電話番号、訪問サポートは無料（一部有料）。

※J:COMサービス(有料)加入者向けサービスです。

7
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マンション向け電力一括受電サービス「J:COM電力」

J:COM電力一括購入で

8%OFF5%OFF 3%OFF＋ ＝

共用部・専有部の電気代 J:COMサービス加入 合計割引率

共用部・専有部ともに5%割引

最大

 
8%  OFF

電気料金

J:COMサービスのご加入で＋3%割引
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・

・

J:COMJ:COMの考える、地域の考える、地域BWABWA活用例活用例

②公共WiFi環境の整備
Wi-Fi

 

AP貸出、無償開放、
地域ICT貢献

⑨エリア情報配信
タウン情報、災害情報
リアルタイム広告配信

⑦在宅介護向けシステム
テレビ電話、緊急通報ボタン、
健康データ収集、買い物支援

④災害時情報配信
地域情報、災害情報配信
デジタルサイネージ活用

③告知放送システム
防災情報の配信
防災無線活用

⑥環境監視
監視カメラや環境センサーによる

河川水位・雨量等の状況把握・配信

⑤見守りサービス
老人、子供の安全確保

⑧閉域NWサービス
地域公共施設系ネットワーク

の構築・NW相互の接続

地域BWAの活用により、更なる地域福祉の増進に貢献します。

・｢J:COM Everywhere｣の拡大・強化

・固定と無線の二重化による、災害にも強いネットワーク

①スマートメーター
への活用

検針情報の収集
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参考：
 

J:COMの意見内容
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既に示されている地域BWAのシステム多様化に向けた訓令（無線局免許審査

 基準）案によれば、地域の公共の福祉の増進に寄与することが求められており

 ます。地域毎の免許主体に割当てることとしている審査基準案を踏襲し、地

 域事業者独自のネットワーク構築の意向を尊重すべきと考えます。

⇒

 
J:COMグループを含むケーブルテレビ事業者は、これまでも地域の公共の

 福祉の増進に寄与してきました。地域BWA周波数割当により、更なる地域

 貢献が可能となります。



 
割当て地域の単位については、当グループの各会社がサービスを提供する区

 域と同等とし、既存のケーブルテレビ事業と組み合わせることで、地域の要望

 に応えるサービスの展開が可能となることが不可欠と考えます。

【意見】周波数割り当てについて
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「地域BWAのシステム多様化のための調査の実施(平成25年11月20日付)」において

 は、当グループ内の一部エリアで地域BWAの利用を希望しておりませんが、当該エリア

 におきましてもそれぞれの地域の需要や要望を調査の上、地域BWAのサービス展開を

 検討したいと考えております。従いまして、新規事業者による申請が行われない地域に

 ついても、地域需要がないとするのではなく、今後の需要を見る意味でも一定期間を設

 け、地域需要を勘案させていただくことが望ましいと考えます。



 

期間の目安として、「初回免許を交付頂いた局の設備構築」「一定期間サービスを維持

 し評価」「拡大するエリア・規模の検討し免許申請の準備を実施」の期間を考えると、少

 なくとも２年は必要と考えます。



 

また、他のケーブルテレビ事業者も同様ですが、

 
「株主である自治体との協議」、「自治

 体からの予算補助のお願い」、

 
「株主への説明」などの諸課題を準備・実施するために

 は、同程度の免許申請受付期間が必要と考えます。

【意見】免許申請受付期間について
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